















困概念に代わる ｢新たな貧困｣ が認識され, イギリス
やフランスなどが新たな概念による社会的連帯のあり
方の追究を手がけ, 欧州連合 (EU) レベルで取り組
まれる中で発達した (福原 2007：11-14) . 細井
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また, 保育制度の周縁に地位を占めるようになった事由は, ①母親たちの主体的な活動の中で, 最低基準に
満たない保育施設づくりから始められ認可を目指したこと, ②最低基準のスペースの確保よりも居場所の確保
が優先されたこと, ③保育所と棲み分けられ, 保育制度の枠外にニッチが構築されたことである. こうして児
童福祉法施行初期に設置された認可外保育施設は, 保育制度から排除された子どもを保育に包摂する施設とし
て制度の周縁に地位を占めた.
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Establishment of Non-Registered Childcare Facilities
in the Initial Period of Effectuation of the Child Welfare Act :
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佐 藤 光 市
Koichi SATO
(2019) は, その転機を EUの欧州委員会 (政策執行
機関) が提示した ｢欧州社会政策：EUの選択 (グリー
ンペーパー)｣ (1993 年) と ｢欧州社会政策：EUの進
路 (白書)｣ に見ることができ, ｢所得の再分配｣ から
｢経済活動に参加する機会のよりよい分配｣ へのシフ
トが提言され, 社会問題は ｢社会の中に居場所がある
者｣ (those who have a place in society) と ｢社会







断されている｣ (岩田 2008：22-23) ことに収斂して

























































昭和 20 年代を中心とする. 具体的には, 児童福祉法


























ムの CiNiiで検索すると, 1956 (昭和 31) 年の青山
(1956) の論文で未認可保育所, 1962 (昭和 32) 年の







を契機に 1981 (昭和 56) 年に児童福祉法が改正され
行政庁の報告徴収や立入り調査の権限が規定され,
｢無認可保育施設に対する指導監督の実施について｣
の厚生省児童家庭局長通知 (昭和 56 年 7 月 2 日児発
第 566 号) で用いられた. また, それに代わる認可外
保育施設が用いられたのは, 2001 (平成 13) 年に子
どもの安全確保のために劣悪な施設を放逐する目的で
厚生労働省雇用均等・児童家庭局長の ｢認可外保育施
設に対する指導監督の実施について｣ (平成 13 年 3 月
29 日雇児発第 177 号) の通知で ｢認可外保育施設指










石田 (2015) は, 営利法人の保育所経営への参入に
ついての研究で ｢認可外保育施設の存在を保育政策の
枠外に放置した｣ ことに言及している (石田 2015：
23-35). 制度から放逐された認可外保育施設による包
摂の研究に示唆を得る知見である. 石田 (2015) の研
究で用いた児童福祉法研究会 (1978, 1979) が発掘・
収集した児童福祉法の成立の経緯や立案過程に関する
資料集には, 認可や最低基準に関する資料が収載され
ている. 橋本 (2006) は, 戦後初期は保育所数が少な
く, 1946 (昭和 21) 年10 月 19 日に結成された ｢民主
保育連盟｣ などが中心となって, 1947 (昭和 22) 年
11 月 24 日に ｢保育施設をつくる協議会｣ が発足する
など, 保育所づくり運動が萌芽したことを述べている














としており, 1954 (昭和 29) 年には, 0 歳 (6 ヶ月)
から対象としている (労働者クラブ保育園編1983：4).




を述べている (浦辺 1988：24-25). そして全国保育
































た (橋本 2006：33-40). 戦前の託児所は ｢社会事業
法｣ (昭和 13 年 3 月 31 日公布, 法律第 59 号) によっ
て ｢児童保護ヲ為ス事業｣ (第 1 条) を行う社会事業
とされ, 事業の開始・廃止は第 2条の ｢社会事業ヲ経
営スル者ソノ事業ヲ開始シタルトキ又ハ之ヲ廃止セン
トスルトキハ命令ノ定ムル所ニ依リソノ旨事業経営地
















｢生活保護法施行規則｣ (昭和 21 年 9 月 20 日 厚生省
令第 38 号) によって ｢託児事業｣ を行う保護施設と
して位置づけられた (大蔵省印刷局 1946a：2).
その後, 1947 (昭和 22) 年に児童福祉法 (昭和 22
年 12 月 12 日 法律第 164 号) が制定公布され, 1948










(昭和 22) 年 8 月 20 日に開かれた ｢第 1 回国会参議
院厚生委員会｣ の児童福祉法案構想説明において政府
委員が, 第 34 条の ｢第二項においては, 市町村その
他の者が行政庁の認可を得て, 児童福祉施設を設置す
ることができる. 明らかに認可主義をとることにした
のであります｣ (児童福祉法研究会 1978：147) と明
言している. 認可制の解釈について, 当時厚生省児童


























児童局 (昭和 22. 8. 5)｣ で, ｢その他の児童福祉施設
が, 第四十一条の最低基準に達するか否かを調査し,
認可, 又は不認可処分をする｣ (児童福祉法研究会
1978：806) と示されている. そして児童福祉法第 46
条で児童福祉施設の最低基準を定めることが規定され,
この条文に基づいて 1948 (昭和 23) 年 12 月 29 日に





低基準案 (日本社会事業協会案) を作成し, G・H・
Qとの協議や中央児童福祉委員会での審議において
修正が加えられた (松崎 1949：11-16). 戦後の厳し
い社会経済状況の中で最低基準案の大幅な引き下げが
行われ, 厚生事務次官通牒 ｢児童福祉施設最低基準の
施行について｣ (昭和 23 年 12 月 29 日, 厚生省発児第





























































































労働者 (ママ) は施設の予算はないし, 厚生省の児童
福祉法も私経営には補助を與えない規定になっている









数は 1954 (昭和 29) 年から減少し 1955 (昭和 30) 年
には激減し, 入所者数も 1954 (昭和 29) 年に減少し
1955 (昭和 30 年) には増加しているがそれ以降は横
ばいとなっている. この間, 入所者数は私立が減少し




表の中から, 最低基準公布後の 1948 (昭和 23) 年
から 1956 (昭和 31) 年までの認可数の合計の構成比
と入所者数の推移を見ると, 図のとおりである. 1948





(昭和 26) 年 6月 6日には児童福祉法の第 5次改正で,
第 39 条に ｢保育に欠ける｣ を加え, 保育所の入所対
象を ｢保育に欠ける｣ 児童に限定し入所を抑制した















た. 戦後は大量失業が発生し, 1949 (昭和 24) 年 5
月に緊急失業対策法 (法律 89 号) が制定され, 公共
事業に多数の失業者を吸収し, 生活の安定を図る政策














(摘要) ｢社会福祉年報｣ (1956 (昭和 31) 年) では, 保育所の認可数は, 1947 (昭和 22) 年から 1950 (昭和 25) 年までは 2 年
間ごとに集計されている. これを保育所数の積算値 (総数) に合致するよう単年ごとに配分し, 1947 (昭和 22) 年は 1,389,

























保育所数 (ヵ所) 定員 (人) 入所者数 (人) 年齢別入所者数 (人) 措置費




昭和 2～21 年 71
1947 年 6 月
(昭和 22)
1,480
1,618 395 1,223 164,510 151,319
1948 年 3 月
(昭和 23)
1,476 135,503
1949 年 6 月
(昭和 24)
1,404
2,353 575 1,778 216,887
1950 年 6 月
(昭和 25)
2,971 256,690
1951 年 12 月
(昭和 26)
876 4,485 1,443 3,042 － － － 366,430 － － 2,117 364,317 1,502,433
1952 年 12 月
(昭和 27)
1,126 5,573 2,118 3,455 － － － 538,274 － － 2,653 536,707 2,603,676
1953 年 12 月
(昭和 28)
1,385 6,856 2,959 3,897 537,325 245,385 291,938 643,697 291,517 352,180 2,509 637,976 4,707,350
1954 年 12 月
(昭和 29)
1,059 7,693 3,740 3,953 621,925 216,007 305,918 625,383 316,521 308,862 1,970 623,375 5,555,314
1955 年 12 月
(昭和 30)
750 8,321 4,232 4,089 668,668 352,622 316,046 653,727 340,936 312,791 2,672 651,055 5,880,734
1956 年 12 月
(昭和 31)
581 8,768 653,333 2,936 650,397 5,832,426
筆者作成
出典
 認可数は, 厚生労働省大臣官房統計調査部 (1998b：87) 『社会福祉統計年報』 (1956 (昭和 31) 年度) の ｢表 7.11 児童福祉
施設の認可年別推移｣ から抜粋した. 認可数は, ｢認可によらない施設は許可, 届出または事業開始の年次別｣ と説明されて
いる.
 1947 (昭和 22) 年から 1950 (昭和 25) 年までの保育所数 (総数) 及び入所者数 (総数) は, 厚生省児童局編 (1959：359)
『児童福祉の 10 年の歩み』 による.
 1947 (昭和 22) 年の保育所数 ｢公立・私立｣, 定員 ｢総数｣ のデータは, 松崎 (1948：98) 『児童福祉法』 による.
 1949 (昭和 24) 年の保育所数 ｢公立・私立｣ のデータは, 田頭 (1949) が ｢第 4 回児童福祉大会｣ (神戸市) で配布された大
会資料から引用したものである.
 1951 (昭和 26) 年から 1953 (昭和 28) 年までは, 厚生労働省大臣官房統計調査部 (1998a) 『社会福祉統計年報』, 1954 (昭
和 29) 年から 1956 (昭和 31) 年までは, 厚生労働省大臣官房統計調査部 (1998b) 『社会福祉統計年報』 による.
 措置費総額は, 厚生労働省大臣官房統計調査部 (1998c：62) 『社会福祉統計年報』 (1957 (昭和 32) 年度) による.









て働いていました. そんな中で, 労働組合 (全日自
































ことであった. ｢神谷保育園｣ は, 1949 (昭和 24) 年
8 月に東京都北区神谷町で労働者クラブ生活協同組合
の地域活動として野外保育から始まった. その後
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40
なお, 認可保育所では, 措置の対象外とされた子ど
もを自由児 (以下, ｢私的契約児｣ という) として受






う｣ と述べている. この記録からは, 認可保育所にお
いても措置の対象外とされた子どもを私的契約児とし
て受け入れていたことがわかる. 厚生労働省大臣官房
統計調査部編 (1998c) ｢社会福祉統計年報｣ の 1955
(昭和 30) 年末のデータで保育所入所人員の私的契約
児数を確認できる. 入所人員総数 (422,833 人) に対
する私的契約児数の割合は, 公立 2.2％ (9,482 人),
私立 9.8％ (41,595 人) となっている (厚生労働省大









































から始められ, 拡大した. 第三は, 認可を受けていな
い保育施設として制度の枠外にニッチ (隙間) を構築
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